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５・岩出市公共下水道使用料算定にあたって
、

○下水道使用料算定の)基本的考え方

公共下水道管理者は、下水道法第２０条に基づき、条例により使用者から使

用料を徴収するできることとなっている。また、同法第２０条第２項では、各

公共下水道管理者が使用料を条例で定める際に遵守すべき基本原則を次のとお

り定めている。

①下水の量及び水質その他使用者の使用の態様に応じて妥当なものである

こと。

②能率的な管理のもとにおける適正な原価を超えないものであること。

③定率又は定額をもって明確に定められていること。

④特定の使用者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。

『亀

Ｌ公費と私費の負担区分

基本的には、雨水に係るものは公費で、汚水に係るものは私費で負担

するものとする。（雨水公費、汚水私費の原則）

ただし、下水道の公共的役割に鑑み、汚水費用のうち、一定のものが

公費負担となる。（繰出基準等）
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２使用料の算定

使用料の算定にあつたっては、将来の一定期間における事業運営に必要

な経費を適正に把握する必要があり、このための基本的な実務として使用

料算定期間内の財政計画を策定する必要がある。

財政計画は、単なる将来の収支予測ではなく、長期的な経営計画を踏ま

えた健全な事業運営を前提として策定し、計画目標時点において実現され

るべき財政状態がいかにあるべきかを明らかにするものでなければならな

い。

したがって、財政計画は、①計画期間内における排水需要の予測②施

設の建設計画③管理計画④職員の配置計画等の個別の計画を踏まえた

総合的な計画である。

また、財政計画期間を定めるにあたっては、あまり長期の算定期間をと

ると、諸経費の物価変動、有収水量等の使用料算定要素を把握することが

困難となり、またあまり短期にすると、できるだけ安定性を保つ必要があ

る公共料金の性格から望ましくないことから、財政計画期間は、一般的に

は２～４年程度が適当である。しかし、事業環境、施設建設の進捗度合い

など各地方公共団体の実情によっては、これと異なる期間を設定すること

(m:ImlI）

'も考えられる。
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○平成１８年度一般会計操出基準

下水道事業においては、使用料とともに一般会計からの繰入金が管理運営の

ための大きな財源となる。

一般会計からの繰入金については､雨水処理に要する経費等、本来一般会計

において負担すべき経費について、長期的な観点から一般会計に対して適切に

繰り入れを行うよう求めるとともに、その他の繰り入れについては、これが一

般会計の財政運営を圧迫し、一般会計自らが行う事業に支障が生じることのな

いよう、適正な使用料水準を設定することにより下水道経営の健全化を図って

いく必要がある。

また、一般会計からの繰入金は、総務省から毎年繰出基準の考えが示され、

一般会計が基準に従って繰出しを行ったときは、その－部について必要に応じ

て地方交付税等において考慮される。（基準財政需要額のなかに算入される）

＊地方交付税制度

地方交付税制度は、地方公共団体が自主的に行政を執行する

機能を損なわないために必要な財源を補償する制度である。

地方公共団体が、合理的かつ妥当な水準で自主的に事務を遂

行し、財産を管理するのに必要な経費（基準財政需要額）と、

税等の収入額（基準財政収入額）を算定し、収入が経費に不足

する場合、国が補填するものである。

('1,1mmい、

一般会計繰出金の繰出対象経費

○分流式下水道等に要する経費

○流域下水道の建設に要する経費

○下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費

○水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費

○不明水の処理に要する経費

○高度処理に要する経費

○高資本費対策に要する経費

＊
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○分流式下水道等に要する経費

分流式の公共下水道に要する資本費の一部について繰り出すための経費

で、分流式の公共下水道に要する資本費のうち、その経営に伴う収入をも

って充てることが出来ないと認められるものに相当する額とする。



○流域下水道の建設に要する経費

広域的な水質保全を図ろ観点から流域下水道の整備を推進するため、

建設改良費の一部について繰り出すための経費で、市町村にあっては都

道府県の流域下水道に対して支出した建設負担金の４０％（単独事業に

ついては１０％）とする。

○下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費

公共用水域の水質保全に資するために行う下水道に排除される下水の規

制に要する経費について繰り出すための経費で、特定施設設置の届出の受

理、計画変更命令、改善命令等に関する事務、排水設備等の検査に関する

事務及び除外施設に係る指導監督に関する事務に要する経費に相当する額

とする。 ､

○水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費

水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費の一部について繰

り出すための経費で、水洗便所に係る改造命令及び排水設備に係る監督処

分に関する事務に要する経費の１／２とする。

○不明水の処理に要する経費

不明水の処理に要する経費の一部について繰り出すための経費で、計画

汚水量を定めるときに見込んだ地下水量を超える不明水の処理に要する維

持管理費に相当する額とする。

○高度処理に要する経費

下水の高度処理に要する経費の一部について繰り出すための経費で、下

水の高度処理に要する資本費及び維持管理費に相当する額の一部（１／２

を基準とする）とする。

'鶴w露1,1）

○高資本費対策に要する経費

自然条件等により建設改良費が割高のため資本費が著しく高額となって

いる下水道事業について、資本費負担の軽減を図ることにより経営の健全

‘性を確保することを目的とし、資本費の一部について繰り出すための経費

である。繰出しの対象となる事業は、供用開始ｓｏ年未満の下水道事業で

前々年度における当該事業の資本費及び使用料がそれぞれの要件を満たす

もので、経営健全化のために十分な努力をしていると認められる事業とす

る。



(要件）有収水量１ｍ当たりの使用料対象資本費が４５円以上

有収水量１ｍ，当たりの使用料が１３１円以上

＊建設改良費（元利償還金）に対する地方財政措置の見直し

地方財政計画において、雨水分にかかる資本費が中長期的には全体の７割

になるとの前提に立って、資本費の７割一般会計繰出し額とし、さらにその

７０％を交付税措置し、結果として資本費の５０％が交付税措置されていた。

０．７×０．７＝０．４９＝50％

(IiIwI'ipw、 平成１８年度の制度改正により、雨水分の割合を７割から１割（分流式の

場合）と６割（合流式の場合）に改められ、分流式公共下水道の汚水分につ

いても公共用水域の水質保全などの公的便益を認め、一般会計からの繰出し

が新たに認められた。繰出し率については、処理区内人口密度により２割～

6割とすることとなった。

人口密度２５人／ｈａ未満
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７５～１００未満

１００以上

←

岩出市全体計画計画処理人口６０，０００人計画処理面積1,420ｈａ

人口密度は60,000人／1,420ha＝42.3人となり

２５～50未満で繰出し率は５割となる(Imimm綴、

(0.1＋0.5）×０．７＝0.42＝42％
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下水道事業に係る

平成１８年度地方財政措置について

総務省自治財政局地域企業経営企画室

下水道事業係長(併)下水道経営係長矢部祐介
《11,mm､、

分したうえで、雨水分に対する一般会計繰出金

を実態等に見合った地方財政措置に見直すとと

もに、新たに汚水公費分として分流式資本費に

対して処理区域内人口密度別等により一般会計

繰出金の措置を設けることとし、これに沿った

地方財政措置を講じることとしている。（資料

２）

具体的には、雨水分の変更については、合流

式整備による下水道に対する公費負担割合を元

利償還金の６割に、分流式整備による下水道に

対する公費負担割合を元利償還金の１割と変更

した。この比率は決算統計による雨水資本比率

を基に設定している。なお、狭義の公共下水道

以外の事業（流域下水道、農業集落排水等）に

ついては全て分流式と同様（１割）の扱いとし

ている。

次に、分流式整備による公共下水道について

は、公共用水域の水質保全など公的な便益が多

い反面で建設改良費が割高となることから、そ

の一部を新たに汚水公費として地方財政措置の

対象とすることとし、狭義の公共下水道におい

ては、処理区域内人口密度に応じて元利償還金

１はじめに

下水道繰出金についてはこれまで、資本費全

体の７割を雨水分と想定した財政措置が講じら

れてきたが、雨水分の比率は一貫して減少傾向

にあり、現時点での決算における雨水分の資本

費比率の約３割と想定値７割の乖離をもって過

大な公費措置ではないかとの議論がある。（資

料１）

国・地方を通じた極めて厳しい財政状況の

中、地方財政計画と実際の使われ方との乖離が

批判されるなど財政措置の合理性についての関

心が強まっており、下水道繰出金についても実

態を踏まえた上でその公費負担の必要性を明確

にし、合理的な財政措置とすることが、下水道

事業の将来にわたる安定的運営に不可欠である

ことから、平成18年度より次の見直しを行うこ

ととした。

２建設改良費（元利償還金）に対する

一般会計繰出金の見直し

(1,,,1鶚、

資本費（元利償還金）を合流式と分流式に区

公営企業2006.2－４８－
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函雨水｡汚水資本費の現状

雨水汚水

篭豊熟※左記数値は全事謝特公流域含むmにおける資本費率であ③
平成16年度地方財政計画額と決算額の比較

6.300億 2兆200億 3兆4,600億０ 400億
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團
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厩｢Z]建設改良費に対する新たな財政措置
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の２割～６割を公費負担することとしている。

なお、狭義の公共下水道以外の事業については

､全て６割（処理区域内人口密度25人／ha未満）

の扱いとしている。

結果として、公共下水道における雨水分と汚

水公費分を合計した公費負担割合は、処理区域

内人口密度の別により３割～７割となる。なお、

狭義の公共下水道以外の事業については全て７

公営企業2006.2 －４９－



國國￣＝

割であるので、これまでの公費負担割合と変更

はない。

この改正により、平成16年度より下水道事業

債の区分として実施していた新設・更新の区分

けは廃止となる。／

また、この改正は公害防止事業債は対象外と

しているので、公害防止事業債については従来

どおりの地方交付税措置となる予定である。

(全国平均）以上、使用料-単価（使用料総額を

総有収水量で除した額）150円／㎡（月３，０００

円／20㎡）以上、供用開始後経過年数30年未

満となっている。なお、使用料単価要件につい

ては、平成18年度及び平成19年度については昨

年度に引き続き経過措置を設けているため、平

成18年度については131円／ｍ3以上となる。

４公費負担割合の変更に伴う下水道事

業債（特別措置分）の創設３高資本費対策の見直し

資本費（元利償還金）に対する一般会計繰出

金の見直しは、これまでに発行した下水道事業

債に係る元利償還金に対する財政措置について

も影響が及ぼきれることとなることから、既発

債の公費負担措置を補償するため、平成17年度

までに発行した下水道事業債（既応分）の元利

償還金については、従来の公費負担割合（雨水

相当分７割）による額と新たな公費負担割合

(雨水分及び汚水公費分）による額との差額を

資本費に対する一般会計繰出を行っても、な

お、地理的条件や個別事情によって料金の対象

となる汚水資本費が高水準となる事業に対して

は、著しく高くなる使用料を抑えるため、一定

水準の使用料徴収を前提に資本費の一部に地方

交付税措置を講じることとしている。（資料－３）

具体的な対象事業要件としては、使用料対象

資本費単価（汚水資本費から汚水公費分を減じ

た額を総有収水量で除した額）が45円／ｍ３

(11''､､、

關司平成'8年度高資本費対策

[趣旨］地理的条件や個別事'情によって料金対象となる汚水資本費が高水準となる事業に対して､著
しく高くなる使用料を抑えるため､－定水準の使用料徴収を前提に資本費の－部を措置。

[対象事業］供用開始後30年未満の下水道事業(特定公共下水道｡流域下水道を除く｡)のうち資本費･使
用料の要件を満たすもの

（有収水量１㎡当たり）

．使用料対象資本費４５円/ITi（全国平均)以上
・使用料１５０円/rT1（月３，０００円/20nri)以上
※ただしＨ１８及びＨ１ｇについては､昨年度に引き続き経過措置を設ける(Ｈ１８:１３１円/rTi以上）

｜●使用料単価による割落とし
｜①使用料単価が全国平均('31円)の'５倍以上｜

［平成１８年度高資本)費対策のイメージ］ Ｉ＝１０(割落としナシ）

(mmmmi、

|②使用料単価150円～全国平均の１５倍
’＝０．７７～１．０

|③使用料単価150円以下
Ｉ＝対象外

｜※Ｈ１８及びＨ１ｇについては経過措置とし
Ｉて､使用料単価150円以下の事業につい

｜、ても対象とする。

｜・Ｈ１８の経過措置
Ｉ使用料単価全国平均～150円
‘＝0.17～０．７７

‘・Ｈ１ｇの経過措置

Ｉ使用料単価全国平均～150円

３６V/Ｉ

３０【l/Ｉ

４５６７１３５２７０１＝ｏ～０．７７

（難|医遜塵逐ﾖﾖ/有収水量
(全国平均)(×1.5）（×3.0）

（法適）

公'嵩企業2006.2－５０－
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圃國一二

下水道事業債（特別例措置分）に振り替え、こ

の起債の発行可能額に係る元利償還金の一定割

合を後年度において基準財政需要額に算入する

こととしている。（資料４）

なお、下水道事業債(特別措置分）については、

平成18年度地方債計画において1,249億円を計

上している。

の点に留意願いたい。

(1)下水道事業は、長期の建設期間と多額の投

資を必要とするものであり、建設投資につい

ては計画的に行われる必要があるが、公共下

水道、農業集落排水施設、浄化槽など多様な

処理施設の中から地域の特性に合った最も効

率的な処理施設を選択する必要があるととも

に、各種施設を有効に組み合わせるなど、効

率的な投資となるよう十分留意願いたい。

(2)また、地方公営企業として、下水道事業に

おける経営努力は今後も必要不可欠であり、

特に経営基盤の強化として､水洗化率の向上、

経費節減、使用料適正化について積極的な取

り組みが求められている。

①水洗化率については、通常は供用開始後

の経過年数に伴い上昇していく傾向にある

が、供用開始後５年以内に水洗化率を

５繰出基準の見直し

平成18年度繰出基準については、正式には例

年どおり新年度に示す予定だが、汚水公費分や

高資本費対策の改正、特別措置分の繰出など、

その内容及び書きぶり等について早い時期に情

報提供を行う予定としている。

６今後の整備、管理運営について

下水道事業の経営基盤の強化については、次

/i'mimm

贋雫i可下水道事業債(特別措置分）の考え方

1．背景

下水道繰出金に係る地方財政措置の変更に伴い､平成１７年度までに発行した下水道事業債に係る元利償還金に対する
財政措置についても影響が及ぼされることとなる(繰出基準にいう資本費は過去のストックであるため､Ｈ１８以降の繰出金に
影響する)ことから､新しい財政措置との間に生じる差額を起債対象とした｢特別措置分｣を創設し7割措置を補障。

2.内容

①対象事業公共下水道(狭義）
②対象範囲（Ｈ１７年度までの下水道債に係る当年度元利償還金×0.7)－(当年度元利償還金×新措置割合※）
③償還期限２０年以内※雨水分十汚水公費負担分
④資金全額民間資金
⑤その他

ア.発行の有無に係わらず､当年度の発行可能額に対しては全て後年度に7割の地方交付税措置を講じる。
イ償還費については後年度に一般会計から繰出しをすることとし､繰出基準を改正予定，

ﾊﾟmImMi
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園國￣＝

100％近くまで引き上げている事業も数多

く存在している反面、供用開始から10年以

上経過しているにもかかわらず、水洗化率

が50％にも満たない事業も存在するなど、

接続に対する努力についてはバラツキが見

られるのが現状である。水洗化率を100％

に近づけることは、整備済み施設をフル活

用することであり、投下資本の早期回収及

び経営健全化という観点から、早期に

100％に近づける企業努力をお願いしたい。

②経費節減については、下水道事業におい

ては平成16年度汚水処理原価212.23円のう

ち約34％を維持管理に要する経費が占めて

いる現状にある。使用料による住民負担を

極力軽減するためには、維持管理に当たっ

て組織の簡素合理化、定員管理の適正化、

業務の民間委託等の推進による経費の徹底

的な抑制を図る必要がある。

③適正な使用料の設定については、平成１６

年度決算における各事業別の月額使用料

は、公共下水道で2,615円、全事業平均で

2,622円などとなっており、全事業平均で

の経費回収率は61.8％となっている。特に

汚水処理原価が高くなる傾向にある特定環

境保全公共下水道や農業集落排水施設につ

いては、経費回収率が著しく低い状況にあ

る。

雨水公費・汚水私費の原則のもと、汚水

に係る経費については、公共的役割に応じ

て公費負担すべき部分を除き、基本的に受

益者による負担により賄うべきものであ

る。現状では、使用料や経費回収率には各

団体において大きなバラツキが見られる

が、地方公共団体の健全な財政運営や税の

公平性の観点からも、適正な使用料設定に

より経費の回収を図っていくことは喫緊の

課題と考える。

下水道事業における使用料については、

基本は汚水処理コストに見合った額を設定

すべきことは述べたとおりだが、急激な使

用料アップは住民の負担増が著しく理解が

得られにくいことや、他の公共料金との均

衡など利用者の負担感にも配慮していく必

要があることから、使用料収入で対象経費

を賄えていない事業については、まずは類

似の公共料金（水道約3,100円、浄化槽約

3,000円）と比較しても妥当な水準といえ

る3,000円を目途に使用料の適正化をお願

いしたい。

なお、高資本費対策については、平成18年

($1,mm、

(3)なお、高資本費対策については、平成18年

度より対象資本費単価等を変更したため対象

となる団体が増加すると推測（約４割程度）

されるが､以前からお知らせしているとおり、

平成18年度決算を算定基礎とする平成20年度

高資本費対策からは、使用料月3,000円／

２０㎡（使用料単価150円／ｍ３）を徴収してい

ない事業については当該対策の対象外とする

こととしているのでご留意願いたい。

(4)また、下水道事業についても、情報公開の

推進及び経営基盤の強化等の観点から、地方

公営企業法の適用について積極的に推進する

ことが重要であるのでご検討いただきたい。

(111mm､傭、

､
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使用料算定の作業フロー

''wmlm`、

《Wmm腱、

） ■■

■■

■■ 業プロ ￣

実詠
■

項目

」

I／

し

し

し

I／

し

財政計画の策定

財政計画期間の収支見積

収支過不足

経費の分解

控除額の算定と分解

使用料対象経費の把握

使用料対象経費の配賦

使用料体系の設定

･財政計画期間の設定

･施設建設計画の策定

･施設管理計画の策定

･職員配置計画の策定
￣■■、￣■■■、￣■■■■■■■￣■■■■■■■、￣■■

◆

■Ｉ■■■■■■■■￣￣■■■、￣￣￣￣■■■■■■■■￣■■■■■■⑤□■■■■￣■、■￣●●単■■■■■￣１■■■■■￣■￣

P排水需要の予測

｡収入の見積(現行使用料体系）

･支出(経費)の推計
■￣■■■、■、■■■￣■■、￣￣■ロ０■■■■■￣｡⑰■口、Ｕ■■■

･使用料の改定率

■￣￣■□■■■■￣Ｕ■■

■■■■句■■￣■￣■ロ■ﾛロ

■■■■、■■■■￣■句■￣■■■■■■、■、ロ‐■￣ロﾛ■■、■■Ｉ■■■■￣■■￣■￣■、￣￣■■■、■■￣０■Ｏ■■、

￣■■￣￣￣■■￣｡O■■■■、■■■■￣■■■■、■■■■口■■■■、■●■■■■■■■■￣⑤■■￣■■■■■■■■￣■■￣■■■■■￣■■■■￣■、■■、￣■■■￣￣■■、□■■■■■■■０■■■■■■■￣■、■1

■資本費

･維持管理費

需要家費

固定費又は

変動費

固定的経費

変動的経費

･付帯的事業経費

･公費負担とすべき経費

･関連収入

･水量使用料対象経費

･水質使用料対象経費
■■■￣■■■■■■Ｕ■、■ＤＢ■■■ロ□■、■■ ■￣￣■■■■￣■■■￣￣■■Ｕ■■■￣￣￣

･経費の性質に応じて配賦

需要家費

固定費

変動費

又は

固定的経費

変動的経費
￣□■□Ｕ■□■■■■■■￣□￣■■￣￣■ロ■￣■■Ｄ■■￣Ｕ■Ｕ■■、■■■■■■■■、■■■■￣■■■■￣■■■■Ｕ■■￣■■

･一般排水と特定排水の区分､配賦方法

･需要の変動に基づく配賦方法

･水質の負荷に基づく配賦方法
￣⑤■■Ｕ■■■■￣■■■■■、￣■、■、Ｏ■■￣￣■０■￣■■￣￣￣￣■■、■■￣■■■■￣■■■■Ｕ■■■■￣■■■■Ｕ■■■■■、■■￣⑰■■■■Ｄ■■■■■■ロロロ■■０■エニ二二三￣ｒ■￣ロー￣■■■■０

･基本使用料

･従量使用料

･水質使用料
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｢下水道使用料算定の基本的考え方｣による

下水道使用料算定例について

事務局

1．前提

１）事業の概要

①排除方式:分流式(汚水）

②建設開始年度:平成,s年度

③供用開始年度:平成20年度

２）使用料制度

①基本使用水量,0,3/月

②２ヶ月毎に検金＋

③基本使用料は’0,3/月以下の平均使用水量に係る経費とし、差額は，1,3/月以上、

３１，３/月以上のグループに，:２の割合で配賦する。

『iwm1M關、

財政計画の諸元

1）財政計画期間:平成20～24年度(５ｶ年）

2）施設の建設計画:次の表－１に示すとおりとする。

※財政計画の公共下水道建設費･流域下水道建設負担金の合計を計上する

２

表－１施設の建設計画

(単位:百万円）

２０年度２１年度２２年度２３年度２４年度合＋

１７０４１４３０１９５８１９０２１６２５８６１９

４５１３７７５４９５４９４５９２３８５

１１８〕９９５１３２３１２６８１０９５５８６４

４７１０３３２５３１１８

２３４８５３６０６８２５２

９／１２／１７／２１／２７／

(9Mmm､、

『

3）排水需要の予測:次の表－２に示すとおりとする。

※財政計画の水洗化人口、流入水量予測に基づき使用料対象水量を階層別に配分

する。

20年度 ２１年度 22年度 ２３年度 24年度 合計

建設費

地方債

市費

受益者負担金

1,704

451

1,183

4７

2３

1,430

377

995

1０

4８

1,958

549

1323

3３

5３

1,902

549

1,268

2５

6０

1,625

459

1,095

３

6８

8,619

2,385

5,864

118

252

年度末普及率 9％ 12％ 17％ ２１％ 27％
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表－２排水需要の予測

２０年度２１年度２２年度２３年度２４年度

S・使用料対象経費の算出及び分解

総経費(資本費及び維持管理費)から公費負担額を控除して使用料対象経費を算出する

とともに､経費の分解基準に基づき､需要家費､固定費､及び変動費に分解する。（表一s）

､

表－３使用料対象経費の内訳

、

１６２８９５１６７７１７５３３０１７２

(単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 合計

使用料対象水量

(千ｍ3/年）
85.3 268.6 467.5 6９３８ 9４８７ 2,463.9

Ｈ20～24年度

調定件数 水量(ｍ３）

1件当り水量

(ｍ３/件）

O～1０

1１

｢￣三

戸、‐

０

3０

〆、￣

合計

87,806

74,990

20,144

182,940

625,800

867,200

970,800

2,463,900

７

1２

４８

13.5

'

経費 控除額 使用料

対象経費 需要家費 固定費 変動費

資本費

|蕊
起債

禾U子

1,097

263

834

920

220

700

1７７

4３

134

０ 1７７

4３

134

０

維持管理費

管きょ費

流域維持管

理負担金

業務費等

531

4８

308

175

3１

０

3１

０

500

4８

277

175

1７５

175

153

2３

130

172

2５

1４７

計 1,628 951 677 175 330 172
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使用料対象経費の配賦

使用料対象経費の需要家費､固定費及び変動費を､それぞれの経費の性質に応じた配

賦基準により､各使用者群に配布する

1）配賦基準:表－４

表－４配賦基準

４

2）需要家費:表－５

検針回数に応じて配賦した需要家費を調定件数で割り、１件当りの需要家費を算出する。

今回は全ての水量区分で2ヶ月に1度(年6回)の検針を想定するため、同一の金額とする。

(,､鵬1,喝、

表一ｓ需要家費

年6回

3）固定費:表－６

一般的には､①一般排水と特定排水の区分に基づく方法､②需要の変動に基づく方法、

のいずれかで配分されるが､今回は全ての水量区分に均等に配分するものとする。

i11mHmmm、
表－６固定費

(単位:千円）

4）変動費

変動費は各使用群の水量に応じて一律に配賦する。

5）使用料対象経費の配賦結果:表一γ

上記の結果をまとめると､表－７のとおりである。

需要家費 検針回数に応じて1件当たりに均等に配賦する。

固定費 ①一般排水と特定排水の区分に基づく方法

②需要の変動に基づく方法

のいずれかで配賦する。

変動費 全水量に均一に配賦する。

検針頻度 調定件数 検針回数 需要家費の

配賦額

(千円）

1件当り需要家費

(円）

年6回 182,940 ×１/２９１，４７０ 175,000 9５７

資本費 維持管理費

1７７，０００ 1５３，０００

３３０，０００
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表－７使用料対象経費の配賦結果

（単位:＠円／ｍ3,千円）

料率の設定

1）基本使用料の設定

基本使用料は､基本使用区分０～10,3における平均使用水量７，３に係る経費(274.7

×７＝１，９２３円)を基準額となるが､基本使用水量における使用料を低廉に保つ観点から、

固定費の一部を対象とし､１，５００円に設定する。（表－８）
／錆immII）

５．

表一ｓ基本使用料

2）基本使用料の回収不足額の従量使用料への配賦

基本使用料がO～10,3/月の使用者群の平均水量に係る経費に基づいていることと、固

定費の－部しか対象としていないことから､基本使用料による回収不足額が生じるため､これ

を従量使用料分に配賦することが必要になる。

基本使用量の対象とした経費及び基本使用料の設定額から､基本使用量の回収不足額′霞'１mm》

を求める。（表－９）

表－９基本使用料の回収不足額

3）超過使用料の設定

基本使用料による回収不足額を､超過使用料により回収するため、不足額を3等分し､そ

のうち１/3を１０～30,3/月の水量に､２/３を３０，３/月超の水量に配分する。（表-10）

１．．

需要家費 固定費 変動費 計

＠71.0

1７５，０００

＠133.9

３３０，０００

＠69.8

1７２，０００

＠2７４７

６７７，０００

調整前Ａ 調整後Ｂ 対象率Ｂ／Ａ

需要家費 ４９７．１ ４９７．１ 1００

固定費 ９３７．３ ５１４．ｓ 5４９

変動費 ４ｓ８．６ ４ｓ８６ 1００

基本使用料 １，９２ｓ １，５００ ６７．６

基本水量対応経費

Ａ(千円）

基本使用料回収額

Ｂ(千円）

回収不足額

Ｂ－Ａ(千円）
ロ

需要家費 9０，９２１ 9０，９２１ ０

固定費 1７１，４７０ 9４，１０５ △７７，３６５

変動費 1０９，３０６ 8９，３８４ △１９，９２２

計 ８７１，６９７ ２７４，４１０ △９７，２８７
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表－１０超過使用料

従量使用料の料率を調整して改訂料率表を作成すると､次の表－１lのようになる。

表－１１下水道使用料表

(''''mmM、

『mimmI、

超過水量

(千ｍ3）

配分額

(千円）

配分単価

(円/、3）

基本単価

(円/1,3）

補正後単価

(円/ｍ３）

１０～3０，３ 8６７．２ 32,429 3７．４ 2７４７ 3１２１

3０，３〆、= 907.8 6４，８５８ ７１．４ ２７４．７ 3４６１

計 1,775.0 9７，２８７

水量区分(ｍ３/月）

０へ‐ 1０ 基本使用料 1,500

1０へ‐ｓｏ 1,3当り ３１０

３１ 戸～ 1,ﾕ3当り ３５０

月２５，３使用の場合 ６，１５０


